


















































設　備　原　価 1，000，000 2，000，000 2，500，000 500，000
発生減価償却費 200，000 400，000 500，000 100，000

























































































































































































































































































1 ＄110，000 ＄11，000 ＄11，000
2 120，000 12，000 23，000
3 130，000 13，000 36，000
4 140，000 14，000 50，000
5 150，000 15，000 65，000
6 160，000 16，000 81，000
7 170，000 17・009 98，000
8 180，000 18，000 116，000
9 190，000 19，000 135，000










1 ＄110，000 ＄11，000．00 ＄11，000．00
2 120，000 12，111．11 23，111．11
3 130，000 13，361．11 36，472．22
4 140，000 14，789．68 51，261．90
5 150，000 16，456．35 67，718．25
6 160，000 18，456．35 86，174．60
7 170，000 20，956．35 107，130．95
8 180，000 24，289．68 131，420．63
9 190，000 29，289．68 160，710．31
10 200，000 39，289．69 200，000．00
　この方法では勿論、償却累積額＝取替時の取替原価となるが、このような配分は真のカレントコスト
を与えるものではないとして後者（例2）では過年度増加分負担による当該減価償却費が不当に増加
せられることからペイトンはむしろ前者を支持している。このことは先にペイトンが減価償却を取替
資金のための方法ではないとする主張にまさに合致するのであり同時に各営業年度における適正なる
経営成績の報告に重点を置いている立場からも前者（例1）への支持はもっともな主張であろう。
　さて、それでは“Asset　Accounting”におけるRCの固定資産への適用例を仕訳・計算例によって
簡潔に眺めることにする。
　Compromise　Procedure（折衷法・妥協法とも呼ぽれる（P338－343））
　〔例〕取得原価100，000ドル、耐用年数20年、残存価格0
　　　　現在までの使用期間5年、定額法による償却累計25，000ドル、取替原価250，000ドル、耐用
　　　　年数変更なし、定額法による償却、カレソトコストに基づき処理。
（仕訳）
　建物一時価への修正額　　150，000／建物一減価償却引当金（修正額）　37，500
　　　　　　　　　　　　　　　　株主持分一未吸収の設備修正額　　112，500
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（仕訳）……留保利益の凍結
　留保利益　　37，500／留保利益一設備原価に吸収された増加分37，500をカバーするた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め留保される
（仕訳）
　減価償却費　　　　　12，500／建物一減価償却引当金（取得原価分）　5，000
　　　　　　　　　　　　　　　　建物一減価償却引当金（修正分）　　7，500
　次の段階は、このような減価償却費が当該損益計算書に入っていくのを追跡することである。いま
会社の収入総額が500，000ドルで減価償却を含む総費用が465，000ドルであると仮定しよう。さらに当
期減価償却費のいかなる部分も棚卸資産その他資産に配分されていないとしよう。つまり減価償却費
である12，500ドルは全額費用に含まれている。損益勘定を締切り利益額を示すための仕訳は、
　　　損益　35，000／　利益　35，000
　この点において折衷法の特徴が明らかになる。35，000ドルの純利益を算定する際に12，500ドルの減
価償却費が計上されたのである。もし修正がなされなかったならぽ、このような費用は帳簿原価基準
にもとついて計上される償却費を7，500ドル超過することになる。（12，500～5，000）換言すれぽもし
建物勘定が再評価されなかったならば、減価償却費はわずか5，000ドルであり、純利益は42，500ドル
（35，000＋7，500）となったであろう。従って両測定を損益勘定に示すために当期減価償却費において
7，500ドルに吸収された建物原価の増加額は以下の仕訳で利益に貸記される。
（仕訳）
　株主持分一未吸収建物修正額7，500／利　　益　7，500
（仕訳）
　利益42，500／留保利益42，500
　したがって利益として開示された額はleagaliStiCかつCOnVentiOnalな基準に復元されるものであ
りこの点において減価償却費の修正結果は、もとにもどされたのである。しかしながら、かく手続が
無意味なものとなるわけではない。なぜならぽ営業費用は、減価償却費が配分されるすべての各期に
また費用の全計算においるはっきりとカレシト基準に基づいて示されているからである。さらに当該
損益計算書を作成する際に以下に示される配列によって代替的利益算定（修正前と修正後の2種類の
利益）がもたらされうるのである。
　　　　　　　　損益計算書
　売上及びその他の収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500，000
　費用・税金・その他（現在基準に基づく減価償却費を12，500含む）　465，000
　　　　　　　　糸屯　　　禾U　　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35，000
　当該年度費用に吸収された建物原価の増加　　　　　　　　　　　　7，500
　　　　　　　　未修正純利益　　　　　　　　　　　　　　42，500
　最後の段階は24，500の総額が修正された純利益を超過する額（つまり42，500－35，000＝7，500ぐ・・・建
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物原価の再評価による減価償却費の増加額）に対する留保利益の凍結である。
（仕訳）
　留　保　利　益　　　　　7，500／留保利益一建物原価に吸収された増加分7，500をカパーするた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めに留保される
　（…and　in　effect　informally　capitalized　in　a　special　account）
　これに対して、建物原価及び減価償却の計算に対し誠心誠意に（Wholeheartedly）カレント基準を
受け入れることが望まれるであろうとして、かく処理を新出発法（もしくは準更生）と呼んでいる。
　Fresh－Start　Procedure（新出発法）（P・345”347）
　（例）前掲同様
（仕訳）　　　　　　　　　　　（1）
建物一現在原価　　　　250，000／建物一取得原価
　　　　　　　　　　　　　　　　建物一減価償却引当金
　　　　　　　　　　　　　　　　株主持分一資本修正
　（建物勘定及び減価償却引当金勘定を現在原価で再評価）
　　　　　　　　　　　　　　　（2）
留保利益　　 37，500／株主持分一資本修正
　（経過済の建物修正額だけ留保利益を資本化する）
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
減価償却費　　　12，500／建物一減価償却引当金
　（当該年度分の減価償却費計上）
　　　　　　　　　　　　　　　（4）
損益35，000／利益　（損益勘定締切）
　　　　　　　　　　　　　　　（5）
利　　益　　35，000／留保利益
（利益勘定締切）
100，000
37；500
112，500
37，500
12，500
35，000
35，000
この手続によれば利益及び留保利益を旧帳簿価格に修正するという問題は行らないとしてその貸記に
ついて次のように述べている。「この場合の株主持分への貸記は残存耐用年数を通じて増加された減
価償却費に対する相殺としてのまた実現利益への振替えられるような未決算項目ではない。それは企
業の資本へ即時的かつ永久的貸記（immediate　and　permanent　credit）と考えられる。」ペイトン
は同著において損益計算書に限定した修正や貸借対照表に限定した修正そして補足計算書などを説明
しているが、ここでは上記の折衷法と新出発法の二方法に関する論述を中心に議論したい。ペイトソ
は上記二方法について次のように述べている。「……二方法間の主要な相違は設備資産の帳簿価値に
純増加を反映する株主持分への貸記処理の修正という点である。折衷法の下ではこの貸記は未決項目
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（asuspense　item）として処理され減価償却費の期間的増加を設備資産修正からもたらされる収
益と正確に組合わせながら当該資産の残存耐用年数に渡って損益勘定に振替えられる。そして一連の
同額が留保利益一もし数年度を通じて十分な純利益があるならぽ一から区別された利益勘定（an
earmarked　earnings　account）に振替えられる。……他方新出発法は……むしろformal　actionによ
って直接的資本化を与えるものである。……もし折衷法の下での区別された利益がformallyに資本
化されるならぽ一これは望ましくない一各アプローチの最終結果は同じとなる（P・349）。」ペイトソ
はこのように二方法を説明した後にそれではいかにRCに基づく計算を適用していくべきかという段
階に至ってむしろ消極的対場をとっている。つまりペイトンは次のように取替原価基準に基づく計算
の継続を否定しているのである。「異常事態の場合を除き価格変動を表わすべく設備資産原価及び減価
償却費をたびたび修正することは望ましくない。価格変動が小さい場合、これまで議論されてきた性
質の修正は特に含蓄される作業ならびに最もよくいっても多くの会計上の不完全さを考えて実施不可
能である。確かに持続する見込みのある主要な変動が起こった場合のみ再評価rrestatement」が実施さ
れるべきであり、これは重大なインフレーショソとデフレーショソの期間にのみ生起する（P・349・350）。」
と述べ取得原価の取替原価基準による修正は、ある一定の状況下での一定時点での評価として実施さ
れることを表明している。一般にイソフレもしくはデフレという状況は社会経済一般の貨幣価値変動
をとらえるのに対し個別的資産維持にとっては個別価格指数が適用される。一般物価指数が2倍とな
っても当該設備の個別価格指数は、0．5倍となるやも3倍となるやもしれない。企業維持にとっては
後者に視点が置かれるべきであろうがペイトソは再評価の導入動機を個々の取替時価変動にではなく
一一一・ﾊ貨幣購買力の変動に求めていることに取替原価基準計算としての一貫性の欠除が見い出せると同
時にRCと購買力概念との関連が不明瞭に陥っている点でもあると考えられる。
5　計算構造の検討
　本論文では特に4の二方法に対する検討を中心とし、52年のペイトソのRCを基礎に置く全体的な
計算構造観は別の機会にゆだねたい。
　さてペイトソは一方で減価償却の本質は、取替資金蓄積にあるのではなく資産原価の適正なる期間
配分にあるとの立場に立ち、他方このRCを打出した基本的立場として「真の競争原価に対するより
よい尺度」としてのRCに基づく減価償却費を計上せんがための計算構造を論じているのである。し
かして減価償却と取替とを切断して考えねぽならないと述べているが、決算時のRCは、発展的志向
をそなえたRCに触れていることからも取替を反映した数値以外の何物でもない。ここで注意すべき
点は、取替を意図しないRCによる減価償却費計上というならぽそれは次の問題を提起することにな
る。ペイトソは4での折衷法ならびに新出発法で第2番目の37，500ドルの仕訳処理をいかに考えてい
るかである。この点について岡部教授は「過年度の償却費を修正するための仕訳（aノ）（引用者一（借
方）留保利益37，500（貸方）株主持分一資本修正37，500）が新出発法（及び折衷法）の不可欠の手順
に編入されるべきかどうかは看過しえない問題がある。この解釈のいかんによって著しい金額的差異
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が生じうるのみでなく理論的な相違もある程度明確するからである7）。」と述ぺその主要内容となる文
章を引用させていただくと8）
購力買資本維持の見地
o：：：撚1；∵鷲1灘欝∴端
仕‘SU、（。、，）を不必要、す。立場∫：；灘農饗灘離譜蒼蹄
　　　　　　　　　　　　　　1（，）仕訳（。・）は必要でな、、
実物資本維持の見地
仕訳（・・）鞭・す・ V贈囎原価と収益から回収した減価償却辮とを“致せし
仕訳（。、）を不必要、す。立場∫儲鶴袈謙簾鰻購躍膿窪驚
　　　　　　　　　　　　　　t取替資金不足の問題は頬的姓、な、、とす。．
として過年度に帰すべき償却費の修正の解釈の重要性を指摘している。そして続いて「にもかかわら
ずペイトソはこの点について明確に説明していない。けれども彼がこれを『経過した耐用年数に関係
するが過去に生産に賦課されておらずかつまた将来にも合理的に賦課されない（P・340）』修正部分であ
るとのべていることおよびこの仕訳（aノ）の目的は『追加投資によるというよりも収益によって物的資
本と企業の営業規模を維持するという一般的理想を反映することにある（P・341）』とのべていることか
らみて上にのべた二つの見地の両方からこの必要性を考えていると判断して大過ないであろう7）。」と
述べている。確かにペイトソは、ここでその仕訳の必要性を説いているが、これに対してRCの適用
（例1・2）で述べられているように過年度修正に相当する額の計上の不適正を主張しているなどこ
の点における調整的論述及び積極的規定が明確に与えられていない。
　さて設備資産についてRCの基準に基づく減価償却費計算に関して第2の問題点がある。それはペ
イトンが減価償却に関し幾度か明言しているようにその目的は「秩序正しく合理的方法で収益にあて
ること」である。しかし、はたして設備原価（RCをも含めて）を「秩序正しく合理的」に収益と対応さ
せる方法は、その具体化として期末時点のRCに目を向けた4の方法で達成されようか。たとえぽペ
イトンが減価償却を取替のためのものでないことについてエドワーズ＝ベルも「累積額が取替原価と
等しくなるべきだという理論的根拠はない。このような仮定は、減価償却は自動的に取替えのための
資金を用意するという古くさい誤った考え方と関係があると思われる。利益を正確に表示すること
は、取替について経営者が意思決定を行なう際の助けとなるが減価償却費の算定と取替との間には直
接的な関係はほとんどない8）。」と述べておりこの点では立場を同じくしているいるが次、の点でE＆B
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理論の卓越性を指摘しうるのではないだろうか。まず計算構造の基礎ともなる評価差額概念の確立で
ある。E＆B理論においては「カレソト原価償却費が歴史的原価償却費を超過する分は、資産がその
用役を使用することによって実現した原価節約額である8）。」（傍点引用者）と明示しているのに対し
てペイトンはその差額に関する多様な処理法を述べているもののその差額について「処分可能とみな
すことはよい財務管理ではない（P・69）」と述べるが積極的な特質が与えられていなかった。第2には計
算構造の精緻性である。少なくとも収益に適正に原価配分を行なうあるいは合理的に収益に対応させ
るためには、ペイトンの決算時点のRCよりもE＆Bの平均カレソト原価の方が一般的妥当性を有し
ていよう。（E＆B理論については紙幅の関係上省略する）。かくしてペイトソの計算構造はペィトン
自身の減価償却観とは論理的に緻密にかみ合ったものとはなっていない。それはむしろ貸借対照表の
期末期点でのRC表示に重点を置いた理論にすりかえ・られてしまっている感がある。損益計算書と貸
借対照表とをいわぽ期末RCというピンでつなぎ合わせただけの結果に陥ってしまってはいないだろ
うかと疑問が生じても不思議ではない。
　最後に損益計算書上の減価償却費の計上についてたとえば次のようなモデルに分けてみるどとにし
よう。
1．取得原価を基礎にした配分
2．期中における当該設備の平均時価を基礎にした配分
3，決算時点における時価を基礎にした配分
①取替資金の不足
　の考慮はしない
②取替資金の不足
　の考慮をする
　上記1～3はそれ自体ではイソフレが持続するならぽすべて取替は不可能となる。したがって取替
を考慮するか否かによって右側の①と②との組合せによって多くのヶ一スが考えられる。ここにおい
てペイトンのRCに基づく減価償却法は3に該当し右側では①の立場をとっているので3一①という
ケーメに該当することになる。そして左側については、「秩序正しく合理的方法で収益にあてる」と
いう目的からはむしろ2の方が一般的妥当性を有しているという点、右側については、岡部教授が指
摘したように過年度に属する修正分の負担について不明瞭な点があるという問題点を指摘した。
注1）たとえば原価主i義会計での会計数値のもつ意味に関しては罵村剛雄教授の「会計数値の意味」（明大『経
　　　　営論集』25巻1・2合併号）がありまさにこの点を明確に解明している。
　　2）　Paton　on　Accountig，　edited　with　notes　by　Herbert　F．　Taggert　1964．　p．483，
　　3）　Ibid．，　p．539．
　　4）　これに関する論文は多くあるが、特にエクイティ側に鋭く言及しているものに森川八洲男教授の「米国
　　　　における初期の資本維持…論一ペイトソの所論を中心にして一」（明大『商学論叢』51巻5・6号）がある。
　　5）市村昭三教授著『資金会計の基本問題』森山書店、昭54，pp．19～38．
　　6）井上良二教授稿「ペイトン会計学における持続ど変化。特に資産評価基準の変遷をめぐって」（『商学論
　　　　纂』11巻6号）・P・113～耳4・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　』．
　　7）　岡部孝好教授棉「ペイ、トJlの時価償却論（下）」（関西大学『商学論隼』15巻！．号）p。19，20．
　‘8）Edwhrds　and　Bell，　Th6’Theory　and　Measurement　of　Business　Income，1961．　p．193，　p．『189．伏見
　　　　多美雄・藤森三男訳編『意思決定と利潤計算』日本生産性本部，昭39，p．161，　p．157～158．
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